
円卓会議：職場のいじめ・嫌がらせが増加傾向にある現状を踏まえ、その防止・解決に向けて、
いじめ・嫌がらせ問題への取組の在り方等について、労使、有識者及び政府による検討
を行うため、開催。

ワーキング・グループ（「ＷＧ」）：円卓会議のとりまとめに盛り込むべき事項（①現状と取組の必
要性、②どのような行為を予防・解決すべきか、③取組の在り方）の論点整理等を行うた
め、円卓会議の下に設置。

検討経緯：平成23年７月から円卓会議を３回、ＷＧを６回開催し、平成24年３月に
「職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言」をとりまとめた。

円卓会議 （平成２４年３月１５日現在） ＷＧ （平成２４年１月３０日現在）

（参集者）
岡田 康子 株式会社クオレ・シー・キューブ代表取締役
尾野 秀明 日本労働組合総連合会東京都連合会副事務局長
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堀 田 力 公益財団法人さわやか福祉財団理事長
安永 貴夫 日本労働組合総連合会副事務局長
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職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議 ＷＧ報告書と円卓会議提言 概要

職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキング・グループ報告書（平成24年１月30日）

『職場のパワーハラスメントの予防・解決に向けた提言』（平成24年３月15日）

ワーキング・グループでは、職場のパワーハラスメントの概念・行為類型及び労使の取組について整理。

【職場のパワーハラスメントの概念】
職場のパワーハラスメントとは、同じ職場で働く者に対して、職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性（※）を

背景に、業務の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為をいう。

※ 上司から部下に行われるものだけでなく、先輩・後輩間や同僚間などの様々な優位性を背景に行われるものも含まれる。

【職場のパワーハラスメントの行為類型】（すべてを網羅したものでないことに注意）

【予防・解決に向けた労使の取組】

予防するために：トップのメッセージ、ルールを決める、実態を把握する、教育する、周知する

解決するために：相談や解決の場を設置する、再発を防止する

①身体的な攻撃 暴行・傷害

②精神的な攻撃 脅迫・名誉棄損・侮辱・ひどい暴言

③人間関係から
の切り離し 隔離・仲間はずし・無視

④過大な要求 業務上明らかに不要なことや遂行不可能なこと
の強制、仕事の妨害

⑤過小な要求
業務上の合理性なく、能力や経験とかけ離れた
程度の低い仕事を命じることや仕事を与えない
こと

⑥個の侵害 私的なことに過度に立ち入ること

○ ＷＧ報告を踏まえ、働く人の誰もが、この問題の当事者となり得ることや、取り組む意義を訴えるとともに、予防・解決に向け、
以下の通り、職場の一人ひとりにそれぞれの立場からの行動を呼びかけ。

■トップマネジメント：こうした問題が生じない組織文化を育てるために、自ら範を示しながら、その姿勢を明確に示すなどの取組を
行うべき。

■上司：自らがパワーハラスメントをしないことはもちろん、部下にもさせてはならない。ただし、必要な指導を適正に行うことまでた
めらってはならない。

■職場の一人ひとりに期待すること
・人格尊重：互いの価値観などの違いを認め、互いを受け止め、人格を尊重し合う。
・コミュニケーション：互いに理解し協力し合うため、適切にコミュニケーションを行うよう努力する。
・互いの支え合い：問題を見過ごさず、パワーハラスメントを受けた人を孤立させずに声をかけ合うなど、互いに支え合う。 2



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  



  

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


